
❷　　　　　こしがや市議会だより　令和4年（2022年）８月1日

　質疑および討論については、その主なもの
を掲載しています。
　各議案の概要は市議会ホームページに掲載
しています。

　本議案は、子育て世帯等臨時特別支援事業
および子育て世帯生活支援特別給付金給付事
業の執行に要する経費について、専決処分を
行ったため、提案されました。歳入では、国
庫支出金で補助金を追加し、歳出では、総務
費および民生費で子育て世帯等臨時特別支援
事業および子育て世帯生活支援特別給付金給
付事業に係る事業費を追加し、補正予算額は、
４億６３００万円になります。

▶議案質疑
問　家計急変世帯からの申請漏れを防ぐため
の手立てや周知方法は。
答　本市における児童手当等のさまざまな制
度の中で、家計急変世帯としての申請に伴い
支給できる可能性がある世帯に対しては、個
別にお知らせするとともに、市ホームページ
への掲載やＣｉｔｙメールの配信、さらに各
保育施設等へのチラシの掲示等により周知を
図っていく。

　本議案は、旧越谷市立蒲生小学校校舎等解
体工事の請負契約を締結するにあたり、予定
価格が、議会の議決に付すべき契約及び財産
の取得又は処分に関する条例第２条に規定す
る額以上となるため、提案されました。
▶反対討論
▷　文部科学省が示している過大規模校で解
決が求められる７つの大きな課題のうち、今
回の解体工事で最も直接的に影響がある校庭
の狭さへの対策について、分散して使用する
など、解決に正面から向き合っておらず、そ
の他の６つの課題についても、これまでに具
体的な解決策が示されていない。あくまでも
既存の敷地に子どもたちをどう押し込めるか
という教育委員会の都合と計画ありきと受け
とめざるを得ず、本議案に反対する。

　歳入では、国庫支出金で新型コロナウイル
ス感染症対応地方創生臨時交付金等を追加、
県支出金で道徳教育に係る事業委託金を追加、
繰入金で財政調整基金繰入金を追加します。

　歳出では、民生費で新型コロナウイルス感
染症に伴う傷病給付金等を追加、衛生費で感
染症対策支援業務委託料を追加、消防費で共
同消防指令センター整備に係る設計委託料等
を追加、教育費で道徳教育に係る消耗品費等
を追加し、補正予算額は１億７５００万円に
なります。

菊地　貴光
平成１９年から当選４回。
子ども・教育常任委員長、
議会運営副委員長、建設
常任副委員長などを歴任
（５１歳）

　本議案は、仮称緑の森公園保育所建設工事
（建築）の請負契約を締結するにあたり、予
定価格が、議会の議決に付すべき契約及び財
産の取得又は処分に関する条例第２条に規定
する額以上となるため、提案されました。
▶議案質疑
問　保護者や近隣住民への情報提供は。また、
今後の保育所整備の考え方と建築資材の高騰
等の課題への対応は。
答　本契約となった際には、請負業者ととも
に工事のスケジュールや工事車両の動線、工
事期間中の安全対策等について、周辺自治会
の地域住民を対象に説明会を行う予定である。
また保護者や保育所の職員に対しても、工事
のスケジュールや進捗状況等について、随時
情報提供を行いながら進めていきたい。さら
に、今後の保育所整備にあたっては、社会情
勢に注意を払いながら計画的に進めていきた
いと考えている。
問　以前、建築資材の高騰により不調となっ
た計画からの変更点は。また、何らかの理由
で工期が遅れた場合の影響は。
答　再設計にあたっては、昨今の建築資材の
高騰等に伴い、公的な基準価格と実勢価格と
の間にかい離が生じる可能性があったことか
ら、直近の法的な基準に基づいて再積算を行
ったが、設計内容の変更はない。また、今後
の社会情勢等により工事に支障が生じた場合
には、適切な時期に計画の見直しを判断する
とともに、保護者や近隣住民に対して丁寧な
説明を行う。

▶賛成討論
▷　本事業を進めるにあたっては、保護者や
地域住民を対象とした説明会のほか、全保護

者へのアンケート調査等が実施され、保護者
や地域住民、現場職員と行政、議会がしっか
りと情報提供と合意形成を積み重ねてきた。
こうしたプロセスは、今後の保育所運営にと
って、大きな財産となるものである。課題は
残されているものの、今後の保育所運営につ
いて、安全安心の保育環境が確保されるもの
と期待し、本議案に賛成する。

　本議案は、細川威議員ほか４人から共同提
案されました。
意見書の要旨
１　沖縄戦の戦没者の遺骨等が混入した土砂
を埋め立てに使用しないこと。
２　戦没者の遺骨収集の推進に関する法律に
より、国が主体となって戦没者の遺骨収集を
実施すること。
意見書提出先　衆議院議長、参議院議長、内
閣総理大臣、内閣府特命担当大臣（沖縄及び
北方対策）、厚生労働大臣、国土交通大臣
▶議案質疑
問　現時点で沖縄本島南部地域の土砂に限定
した意見書を提出することは時期尚早ではな
いか。
答　同様の意見書は埼玉県議会においても全
会一致で可決しているほか、全国的にも５月
の時点で概ね２１６自治体が可決している。
このことから、計画段階とはいえ、戦没者の
遺骨等が含まれる可能性のある土砂を使うこ
とは人道上許されるものではないという声が、
全国的にも多いものと思われるため、この段
階での意見書の提出は時期尚早ではないと考
えている。
▶反対討論
▷　本意見書には、戦没者の遺骨収集という
人道的配慮の側面と、現在まで国会にて議論
が行われている安全保障上の在り方を巡る政
策的な論争に触れる側面が含まれているが、
戦没者の遺骨等が含まれる場所や土を、土砂
という一建築資材のように表現し、埋め立て
に使用しないこととしている部分に関して、
人道的な見解と受け止めることができない。
政争の具にされることは戦没者も望んでいな
いものと考え、本議案に反対する。
▶賛成討論
▷　沖縄戦での死者は約２０万人にのぼり、
現在も地元ボランティアによる遺骨採取が続
けられているが、沖縄本島南部の摩文仁には
米軍に追い込まれた住民や軍関係者の遺骨が
拾いきれずに、半ば土と化して放置されてい
る。本来であれば、遺骨を採取し、遺族の元
に返すことが政治の責任であり、同趣旨の意
見書は埼玉県を含む２１６自治体が可決して
いる。本件は辺野古新基地建設問題以前に、
人道上の問題であると考え、本議案に賛成す
る。
▷　沖縄戦では、陸海軍の将兵のみならず、
難を逃れるために避難した住民も犠牲となっ
た。新基地建設に向けて、埋め立てを進める
ためには、より丁寧な対応が必要であると考
えるが、その意味で、戦場で倒れた兵士、戦
火に巻き込まれた住民の遺骨が含まれる可能
性のある土を、そのまま埋め立てに使うこと
は、人道的見地から認められるものではない
と考え、本議案に賛成する。
▷　沖縄本島南部地域には、戦後７６年を経

過した現在も、県民や兵士の遺骨が残されて
いるという事実がある。また、令和元年２月
の沖縄県による辺野古新基地建設に伴う埋め
立ての賛否を問う県民投票では、７割以上が
反対の意思を示しており、同趣旨の意見書も、
全国の議会で次々と採択されている。さらに、
遺骨等を含んだ土砂を採取して埋め立てに使
用することは、戦没者および遺族の尊厳を踏
みにじる行為であると考え、本議案に賛成す
る。

　本議案は、岡野英美議員ほか８人から共同
提案されました。
意見書の要旨
　国においては、近年における国民の価値観
の多様化およびこれを反映した世論の動向等
に鑑み、選択的夫婦別姓制度の導入に向けた
国会審議を推進するよう要望する。
意見書提出先　衆議院議長、参議院議長、内
閣総理大臣、法務大臣
▶反対討論
▷　夫婦同姓を我が国の麗しき慣習、文化と
考える国民も存在しており、早稲田大学の意
識調査結果からも、国民が夫婦同姓制度にそ
こまで不満を持っていないという事実を読み
取ることができる。選択的夫婦別姓制度自体
に反対するものではないが、夫婦同姓制度は
世界で唯一の文化的制度であるため、安易な
制度導入よりも、社会的な仕組みの中で培っ
ていける旧姓使用などの環境作りを優先すべ

きであると考え、本議案に反対する。
▶賛成討論
▷　人それぞれがさまざまな人生経験を重ね
ていく中で、おのおの異なった価値観を身に
付けていくことを考えれば、国家が家族の一
体感という価値観を国民に強制すべきではな
く、国民の多様性に即した選択肢を整え、異
なった価値観を持った者同士が互いを理解し、
尊重し合える社会を作っていくべきである。
普遍の真理のように思える価値観も、国民の
判断に委ねていくことが日本国憲法における
国民主権であると考え、本議案に賛成する。

※請願の全文はホームページに掲載していま
す。

請願の要旨
　建材メーカーの拠出金を求め、給付金制度
を創設する意見書を提出すること。また、屋
外従事者の救済と責任期間外で給付金制度が
受けられない被害者救済を求め、建設アスベ
スト給付金法改正を求める意見書を提出する
こと。
▶反対討論
▷　特定石綿被害建設業務労働者等に対する

給付金等の支給に関する法律において、企業
の賠償は定められておらず、そもそも企業の
賠償は訴訟ごとの判決に基づくべきである。
仮に基金を設置するのであれば、事前に企業
の同意のもとで設置するべきで、国が法律を
作って公権力で拠出させるのは乱暴である。
さらに、賠償責任の有無の決着がついていな
い、屋外の建設従事者への賠償を認めるのは
性急であると考え、本意見書に反対する。
▶賛成討論
▷　昨年５月の建設アスベスト訴訟における
最高裁の国と建材メーカーの責任を認める判
決を受け、国は原告と被害救済のための合意
書を締結したのであるから、被害者を１人も
取り残さない、全面救済の仕組みを一刻も早
く創設すべきである。屋外従事者にも、アス
ベストが原因の中皮腫やアスベスト肺の患者
は多数おり、労働者の家族の早期解決を求め
る願いに応えるためにも、法改正を求めるべ
きと考え、本意見書に賛成する。

主  な  議  案  の  内  容

仮称緑の森公園保育所完成イメージ

きく  ち　　  たかみつ

専決処分事項の承認を求めることについ
て（令和４年度越谷市一般会計補正予算
（第２号））

沖縄戦戦没者の遺骨等を含む土砂を埋立
てに使用しないよう求める意見書につい
て

市長提出議案

監査委員の選任について（議員選出）

旧越谷市立蒲生小学校校舎等解体工事
請負契約の締結について

仮称緑の森公園保育所建設工事（建築）
請負契約の締結について

令和４年度越谷市一般会計補正予算
（第３号）について

議員提出議案


